○開発行為に伴う滝川地区広域消防事務組合消防水利施設設置指導要綱

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制　定　平成18年３月30日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　改正　平成19年12月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和３年10月５日
（目的）

第１条　この要綱は、都市計画法（昭和43年法律第100号）第32条の規定により滝川地区広域消防事務組合管内において、開発行為をしようとする者に対して一定の基準を定め有効適切な消防水利の確保を図ることを目的とする。

（適用範囲）

第２条　適用範囲については、次の各号に掲げるものとする。

　⑴　都市計画区域については0.3ヘクタール以上

　⑵　都市計画区域外については１ヘクタール以上
（消防水利施設の設置）

第３条　消防水利施設の設置は、次の各号に掲げるものとする。

　⑴　消防水利は消防庁が定める消防水利の基準に基づき設置するものとする。

　⑵　開発区域周辺に既存の消防水利がすでに整備されており、当該既存消防水利の「消防水利の基準」の有効範囲に当該開発区域が含まれている場合及び周囲の状況から消防長が消防活動上特に支障がないと認める場合は、新たな消防水利の設置は必要ないものとすることができる。

　⑶　新たに必要となる消防水利の数のうち、当該開発区域に係る既存水利を含めた総数を４で除した数（小数点以下切捨）は、防火水槽を設置するものとする。

（消火栓の種類等）

第４条　消火栓の種類は、消防長が指定するものとする。
（防火水槽の種類等）

第５条　防火水槽の種類は、次の各号に掲げるものとする。

　⑴　現場打ち鉄筋コンクリート水槽（建築工事現場で、所定の型枠にコンクリートを打ち込んで造る鉄筋コンクリート製水槽をいう。）で耐震性貯水槽であること。

　⑵　二次製品水槽（工場において、原材料を混合及び成型又は組み立てを行う等の加工工程を経て生産され、建築現場に搬入設置される水槽をいう）で耐震性能と認定されたものであること。

　⑶　その他消防長が認めたもの
（防火水槽の構造等）

第６条　防火水槽の構造は、次の各号に掲げるものとする。

　⑴　地盤面から落差4.5m以下であること。

　⑵　貯水量が40立方メートル以上であること。

　⑶　水槽内に水道水による給水設備を設けること。

　⑷　水槽内にタラップを設けること。

（消防水利標識の種類等）

第７条　消防水利標識の種類は、消防長が指定するものとする。

（開発許可申請に伴う協議）

第８条　開発行為者は消防水利の設置については、事前に消防水利協議書（別記第１号様式）を提出し、消防長及び水道施設管理者と協議するものとする。

（回答書の交付）

第９条　消防長は前条の消防水利協議書の提出があった場合は、審査の上回答書（別記第２号様式）を交付するものとする。

（設置工事の届出）

第10条　消防水利施設を設置する開発行為者は消防水利施設設置届出書（別記第３号様式）により、当該設置に係る図書を添え、工事に着手する10日前までに消防長に届出するものとする。

（工事完了検査等）

第11条　開発行為者は、工事完了後速やかに消防水利施設工事完了届（別記第４号様式）及び次に掲げる書類を提出し、消防長の完了検査を受けなければならない。

　⑴　工事写真帳

　⑵　仕切弁台帳図

　⑶　その他消防長が必要と認める書類

（検査合格通知）

第12条　消防長は、前条に定める検査に合格したときは、消防水利施設工事完成検査書（別記第５号様式）により開発行為者に通知するものとする。

（消防水利施設の維持管理等）

第13条　消防水利施設の完成後の維持管理については、開発行為者と消防長が協議し決定するものとする。

　　　附　則

この要綱は、平成18年４月１日から施行する。

　附　則

この要綱は、平成20年１月１日から施行する。
　　附　則
この要綱は、公布の日から施行する。
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